
 

事 務 連 絡 

令和３年７月９日 

 

一般 社団 法人  日 本医 療 機器 産業 連合 会 

一般社団法人  米国医療機器・IVD 工業会 

欧州ビジネス協会医療機器・IVD 委員会  

  

 

厚生労働省医政局経済課 

 

 

新型コロナウイルスに関連した感染症発生に伴う 

医療機器等の安定供給について 

 

 

医療機器及び体外診断用医薬品並びに衛生材料及び衛生用品（以下「医療機器等」

という。）の安定供給について、平素よりご尽力いただき、深く感謝申し上げます。 

 

今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「特措

法」という。）第 32 条第１項に規定する新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言がな

されるとともに、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年３月

28 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定（令和３年７月８日変更））が改正され

たところです。 

 

当該基本的対処方針において、厚生労働省は、医療提供体制を支える医療機器、医

療資材の製造体制を確保し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提供できる体制の確保

を進めることとしています。また、医療機器の輸入・製造・販売に係る事業者につい

ては、緊急事態宣言時に「三つの密」を避けるための取組を講じつつ、事業の継続が

求められる事業者として明示しているところです※。 

 

つきましては、引き続き、医療機器等の安定供給を図る観点から、下記についてご

理解いただくとともに、貴団体加盟企業に周知、徹底いただくようよろしくお願いい

たします。 

 

 

※参考 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月 28 日新型コロナウイルス感

染症対策本部決定（令和３年７月８日変更））(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業

者（抄） 

以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつつ、事業の継続を求

める。 

 

御中 



 
１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応もあるため、すべての医

療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販売、献血を実施する採血

業、入院者への食事提供など、患者の治療に必要なすべての物資・サービスに関わる製造業、サービ

ス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係事業者の

事業継続を要請する。 

③生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

 

記 

 

１．特措法に基づく緊急事態宣言がなされた場合においても、医療機器等の安定供給

に寄与する業務を継続的に実施することが重要であること。 

このため、基本的対処方針では、緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県が業

務継続を要請する事業者に、医療機器等の輸入業及び製造業を含めており、当該要

請に基づき適切に対応すること。 

 

２．医療機器等の製造販売業者は、各品目の在庫状況、今後の製造の見通し等を随時

確認すること。必要に応じて、次のような対応をとり、引き続き、原材料を含め、

医療機器等の安定確保のために必要な措置を早急に講じること。 

・増産や納入量の調整、複数の製造ラインの確保 

・同種同等機能の代替製品の製造販売業者、卸売販売業者との供給の相談・調整 等 

 

なお、長期間分の医療機器の給付による需要の継続的な増加、医療機器等の品薄

情報等に基づく需要の動きなどに十分注視し、安定供給のために必要な在庫量の確

保等に努めること。 

 

３．医療機器等の製造販売業者は、予期しない長期的な製造、輸入の停止（例えば３

か月以上）等の発生に備え、関係学会に必要に応じて相談しながら、医療上の必要

性等を踏まえた優先順位をつけつつ、品目ごとに供給不安・欠品時の対応計画（代

替製品等の利用等）を順次策定又は既存の対応計画の見直しをすること。 

 

４．２．のなお書きのような需要増が生じた場合や今後の供給に支障等が生じる可能

性がある場合には、引き続き、医政局経済課の担当（以下の連絡先）へ速やかに相

談すること。 

（連絡先） 

厚生労働省医政局経済課医療機器政策室材料価格係 

電 話：03-3595-3409 

                                   メール：kikihoken@mhlw.go.jp 

以上 



 

 

事 務 連 絡 

令和３年７月９日 

 

(一社)日本医療機器販売業協会 御中 

 

厚生労働省医政局経済課 

 

 

新型コロナウイルスに関連した感染症発生に伴う 

医療機器等の安定供給について 

 

 

医療機器及び体外診断用医薬品並びに衛生材料及び衛生用品（以下「医療機器等」

という。）の安定供給について、平素よりご尽力いただき、深く感謝申し上げます。 

 

今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「特措

法」という。）第 32 条第１項に規定する新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言がな

されるとともに、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年３月

28 日新型コロナウイルス感染症対策本部決定（令和３年７月８日改正））が改正され

たところです。 

 

当該基本的対処方針において、厚生労働省は、医療提供体制を支える医療機器、医

療資材の製造体制を確保し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提供できる体制の確保

を進めることとしています。また、医療機器等の輸入・製造・販売に係る事業者につ

いては、緊急事態宣言時に「三つの密」を避けるための取組を講じつつ、事業の継続

が求められる事業者として明示しているところです※。 

 

つきましては、引き続き、医療機器等の安定供給を図る観点から、下記についてご

理解いただくとともに、貴団体加盟企業に周知、徹底いただくようよろしくお願いい

たします。 

 
※参考 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月 28 日新型コロナウイルス感

染症対策本部決定（令和３年７月８日改正））(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業

者（抄） 

以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつつ、事業の継続を求

める。 

 

１．医療体制の維持 

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患への対応もあるため、すべての医

療関係者の事業継続を要請する。 

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・製造・販売、献血を実施する採血

業、入院者への食事提供など、患者の治療に必要なすべての物資・サービスに関わる製造業、サービ



 
ス業を含む。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係事業者の

事業継続を要請する。 

③生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネット通販等） 

 

 

記 

 

１．特措法に基づく緊急事態宣言がなされた場合においても、医療機器等の安定供給

に寄与する業務を継続的に実施することが重要であること。 

このため、基本的対処方針では、緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県が業

務継続を要請する事業者に、医療機器等の販売業を含めており、当該要請に基づき

適切に対応すること。 

 

２．長期間分の医療機器の給付による需要の継続的な増加、医療機器等の品薄情報等

に基づく需要の動きなどに十分注視し、必要に応じて、発注元の医療機関等に対し

て使用目的等を確認した上で受注するなど、医療機器等の安定確保のために必要な

措置を講じること。 

 

（連絡先） 

厚生労働省医政局経済課流通指導室 電 話：03-3595-2421 

 

以上 

 
 


